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登壇 

 

司会：定刻となりましたので、ただいまから株式会社今仙電機製作所様の決算説明会を開催いたします。今回の

説明会は会場での開催に加え、ライブ配信形式のオンラインと合わせたハイブリッドの形式で開催させていただきま

す。最初に会社からお迎えしております 3 名の方をご紹介いたします。 

代表取締役社長執行役員 長谷川健一様です。 

長谷川：長谷川でございます。今日はよろしくお願いいたします。 

司会：取締役執行役員 井上達嗣様です。 

井上：井上でございます。よろしくお願いいたします。 

司会：経営企画部部長 神谷明彦様です。 

神谷：神谷でございます。よろしくお願いいたします。 

司会：本日は社長の長谷川様と取締役執行役員の井上様からご説明いただくことになっております。 ご説明後、

会場からの質疑応答の時間といたします。その後に、今回オンラインでご参加されている方からのご質問をお受けす

る予定です。ライブ配信でご参加の皆様からの質疑は、画面下の Q&A チャット機能にて随時受けております。頂

戴した質問を読み上げ、回答させていただきます。それでは長谷川様、よろしくお願いいたします。 

 

長谷川：皆さん、こんにちは。株式会社今仙電機製作所、社長の長谷川でございます。今日はこの雨の中お集

まりいただきましてありがとうございました。 

それでは 2026 年 3 月期 連結決算の概要について、ご説明させていただきます。お手元の連結決算の概要をご

覧いただきたいと思います。 

本日の説明は、ご覧の 3 項目についてご説明させていただきます。 

2026 年 3 月期 連結決算の概要、2027 年 3 月期 連結業績見通しについては取締役執行役員の井上の

方から、26 年度の主な取り組みについては、わたくし長谷川の方からご説明させていただきます。よろしくお願いいた

します。 

それでは井上さんよろしくお願いします。 
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井上：皆さんこんにちは。管理本部を担当しております井上でございます。本日はよろしくお願いいたします。私の

方からは 2026 年 3 月期の決算の概要についてご説明をさせていただきます。 

 

はじめに、今回の決算のハイライトをご説明いたします。  

当期の連結業績といたしましては、各利益につきまして前年同期および業績予想を上回る結果となりました。 

当期の配当金につきましては、公表どおり中間２円、期末５円の増配として 27 円としております。 

27 年 3 月期の通期連結業績の予想につきましては、売上高については、前期に対して横ばいとなるものの、営業

利益、経常利益については当期を上回る予想としております。また、27 年 3 月期の配当は、前期比 5 円の増配

となる 32 円を予定しております。 

これらの内容につきまして、詳細をこの後ご説明させていただきます。 

 

2026 年 3 月期の連結売上高は、インドでの生産増加はあるものの、中国・タイでの日本車販売低迷による生

産減少や、北米・日本での生産品目の入れ替わりに伴うモデル末期機種の生産終了により、前期に対し 7.6%

の減少となる、871 億 4 千 9 百万円となりました。 

利益に関しましては、構造改革や原価低減の効果により、前期に対し、417.8％増加となる 20 億 3 千 7 百万

円となりました。 

経常利益は営業利益の増加により前期に対し 314.7％増加となる 21 億 2 千 2 百万円となり、当期純利益

は、前期における投資有価証券売却益が縮小したものの、当期の営業利益増加に加え、子会社のテネシー工場

の固定資産売却益を計上したことによりまして、24 億 8 千万円となっております。 

前期に対しては減収となったものの、いずれの利益も増益となり、営業利益、経常利益に関しましては大きく上回る

結果となっております。 

 

続きまして営業利益の前期からの変動要因をご説明いたします。マイナス要因としましては、生産変動として北米・

中国における生産減少の影響が減益要因となっております。 

プラス要因といたしましては、調達コストの改善による良化、生産工程の省人化などの原価低減等の効果、北米の

生産拠点集約や中国・タイにおける人員最適化などの構造改革の効果が主な増益要因となっております。 

これらの結果、前期から 16 億 4 千 4 百万円増加となる 20 億 3 千 7 百万円の営業利益となりました。 



2026 年 5 月 22 日 決算説明会 

 

 

井上：続きまして 26 年 2 月時点での開示予想値からの変動要因をご説明いたします。 

マイナス要因といたしましては、海外での生産が想定を下回ったことによる減収影響がありました。 

一方でプラス要因としては、為替影響および、材料等の経済変動が想定時点から好転したことに加えまして、原価

低減や構造改革の効果が計画以上に推移したことから、予想値を上回る結果となりました。 

 

当期純利益をご説明いたします。一過性の要因として前期では投資有価証券売却益 35 億 9 千 8 百万円など

が計上されており、それら一過性を除いた実力ベースでの比較においては、さきほどご説明したような原価低減等の

改善効果が大きく利益貢献しております。 

 

続きまして、事業別の実績をご説明いたします。シート・電装事業においては、半導体問題の影響や中国、タイで

の減産に加え、モデル末期機種の生産終了による影響により減収となったものの、原価低減効果や前年度に実施

しておりました構造改革の効果により、10 億 7 千 1 百万円の増益となり、黒字化となりました。 

電子事業におきましては、新規立ち上がり車種の納入開始による増収影響に加え、合理化投資の効果により 5

億 4 百万円の増益となっております。 

その他事業におきましては、新製品開発による費用負担はあるものの、ワイヤーハーネス事業の増収影響と原価低

減活動により増益となりました。 

 

続きまして、地域別の実績をご説明いたします。日本の売上高は、新規受注による増加はあるもののモデル末期

機種の生産終了により減収となりました。営業利益は、海外拠点からの開発費回収に加え、合理化投資をはじめ

とした改善施策が計画以上に推進できたことにより黒字化となりました。 

北米地域では、為替影響に加え、半導体問題に起因する減産や生産品目の入れ替わりに伴うモデル末期機種

の生産終了により減収となりましたが、拠点の集約による構造改革をはじめ、原価低減活動および合理化の推進

により増益となりました。 

アジア地域では、インドでの生産増加はあるものの、中国およびタイにおける生産減少により減収となりました。 

営業利益は中国・タイでの希望退職を含む構造改革に加え、現調化の推進をはじめとする調達コストの改善によ

り増益となっております。 
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井上：続きまして、設備投資と減価償却費の実績でございます。設備投資につきましては、総額 38 億 5 百万

円の投資を行っております。 

国内では電子事業における開発環境整備、インバータ製品立上げ準備、国内再編と合理化に伴う投資を行って

おります。 

北米地域でも新規車種立ち上げ対応や、生産能力拡大、工場拡張に伴う投資により増加しております。 

アジア地域ではインドでの新規車種立ち上げ準備および生産能力拡大投資が、決算期統一のための調整期間

である１-３月に前倒しとなったことから当期では減少となっております。 

減価償却費に関しましては、前期における国内でのシート生産の高効率化ライン導入、電子製品の多品目自動

生産ライン導入による増加により、総額 30 億 3 千 8 百万円となっております。 

 

続いて当第 4 四半期のトピックスをご説明いたします。 

中長期の事業成長に向けた受注状況につきましては、概ね計画に沿って進捗しており、今期としてはシート製品で

は 4 車種 9 製品、電子製品では 5 車種 10 製品の受注を獲得しております。 

今後は、シート事業における TS テックとの協働営業活動、電子事業における積極的なプレゼン活動に引き続き

注力し、グローバルでの一層の受注拡大に取り組んでまいります。 

 

既に開示をしておりますが、先般、現在の本社から同市内に所在します、現 IMASEN グローバル開発・研修セン

ターへ本社機能を移転することを決定いたしました。 

本社機能の移転によりまして、資産の有効活用や BCP の強化、部門間の連携・コミュニケーションの促進を見込

んでおります。また、人員増加に向けたスペースを確保し、人的資本経営を促進することで、企業価値のさらなる向

上などに努めてまいります。 

なお、移転時期につきましては来年の 4 月を予定しております。 

 

私どもの生産活動において、得意先様より感謝状を受賞いたしました。 

インドネシアでは、スズキ様の現地法人、タイではマツダ様の現地法人より、高い品質や継続的な改善、お客様と

の関係構築の実績に対し、感謝状を受賞いたしました。なお、タイでは品質について 5 年連続での受賞となってお
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ります。 

また開発に関する分野ではテイ・エス テック様より調達の最適化や機構の部品点数削減を実現し、コスト競争力

の強化に貢献したことについて表彰をいただきました。 

今後もグループ全体でお客様の期待に応えられるよう努めてまいります。 

 

続きまして、2027 年 3 月期の連結業績見通しについてご説明いたします。 

 

連結売上高につきましては、特に中国における減産影響が続くことにより、前期より 1.3％減少となる 860 億円を

予想しております。 

利益に関しましては、営業利益は減収影響があるものの、北米を中心に前年までの投資による改善効果の刈り取

りに加え、国内における工場再編の効果により、前期比で 47.2％の増加となる 30 億円を見込んでおります。 

経常利益につきましては、前期比で 32.0％の増加となる 28 億円を見込んでおります。純利益につきましては 23

億円を見込んでおり、こちらにつきましては前期においてテネシー工場売却益と投資有価証券売却益があったた

め、多少の減益となっております。 

なお、為替レートにつきましては、1 ドル 150 円の設定としております。 

 

続きまして営業利益の前期からの変動要因をご説明いたします。 

マイナス要因としては、北米および中国での減産影響による減益に加え、市況変動による材料単価の悪化や賃金

上昇の影響が減益要因と見込んでおります。 

プラス要因としましては、今期においても引き続き原価低減活動の推進に加え、北米拠点の体質強化および国内

拠点の最適化による構造改革の効果により、30 億円の営業利益を見込んでおります 

 

続きまして、事業別の見通しをご説明いたします。 

シート・電装事業において、中国・タイでの日本車販売不振による減収影響はあるものの、北米での拠点集約によ

る効率化に加え、国内工場再編による構造改革の効果により増益を見込んでおります。 

電子事業につきましては、中国およびタイでの減収影響はあるものの、国内での増収および国内工場再編による

構造改革の効果により横ばいとなる見込みです。 
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その他事業につきましては、福祉事業、カメラ事業での受注増加による増収影響はあるものの、 

新製品開発による費用増加により、減益が見込まれております。 

 

続きまして、地域別の見通しをご説明いたします。 

国内は、単体において新規車種立ち上がりにより増収が見込まれ、引き続き、工場再編や合理化の刈り取りによ

る増益影響はあるものの、前期での一過性の海外拠点からの費用回収がなくなることで減益となる見込みです。 

北米地域では、一部車種の打ち切り影響により減収が見込まれておりますが、北米拠点の集約による構造改革

や原価低減の推進により増益を見込んでおります。 

アジア地域では、中国・タイでの日本車販売不振による減収が見込まれるものの、原価低減活動により増益を見

込んでおります。 

 

続きまして、設備投資と減価償却費の予想でございます。 

設備投資におきましては、国内では引き続きインバータ製品の立ち上げ準備および合理化への投資を進め、加え

てシステム関連の投資、本社移転に伴う投資により大きく増加を見込んでおります。 

北米地域では前年での新機種立上げによる投資に対して減少しておりますが、引き続き塗装設備の更新や自動

化等の合理化投資を実施してまいります。 

アジア地域では合理化、現調化、内製化投資により増加を見込んでおります。 

以上により、投資総額は 76 億 6 千 5 百万円となり、将来に向けた投資を積極的に行う予定でございます。 

減価償却費に関しましては、前年において国内での電子事業への成長投資、および国内再編と合理化、北米で

の新機車種立ち上げ対応、生産能力拡大、工場拡張に伴う投資になどにより増加を見込んでおりまして、38 億

3 千 8 百万円と予想しております。 

以上が、27 年３月期の業績見通しとなります。 

 

長谷川：続きまして、26 年度の主な取り組みについてわたくし、長谷川よりご説明いたします。 

はじめに 25 年度の振り返りですが、こちらの 9 つの重点施策それぞれの項目に沿った取り組みを推進しまして、概

ね計画どおりの効果の刈取りをすることができました。中長期目標へ向けての重要なステップであったと自己評価し

ております。 
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こちらは中長期経営計画となりますが、長期の目標としまして、29 年度で売上高 1,500 億円、営業利 6.0％、

ROE7.0％以上とし、目標達成に向けて先ほど申し上げました「9 つの重点施策」を展開しております。ただし、26

年度の目標については修正をしておりますので、この次にご説明したいと思います。 

 

こちらはその内容なのですけども、足元の事業環境を精査したところ、 

・中国における日系 OEM 不振による生産減少 

・米国での EV 車戦略の方針転換 

・アジアにおける生産台数伸び悩み  

など想定以上の事業環境の変化が売上に影響しております。 

それらを考慮し、中期の最終年度である 26 年度は、当初目標として掲げた売上高 910 億円、営業利益

4.0%に対して売上高 860 億円、営業利益 3.5% に見直しましたが、ROE4.0%以上とした目標は維持し、

達成に向けて引き続き取り組んでまいりたいと考えております。 

 

こうした不透明な事業環境の変化に対し、安定した収益基盤を確立すべく各施策を「倍速のスピード」で実行して

まいります。 

事業成長と業績回復に向け「攻め」と「守り」の両輪での施策を推し進め、資本政策と ESG 経営により基盤の安

定化を図ることで、不透明な環境にも対応できる体制を整えてまいります。 

 

次に 26 年度の主な取り組みについてご説明いたします。 

拡大するインド市場への対応ではインド国内でローカルメーカーとのコスト競争が激化している他、インド政府の国

策として、インドでの国産化、現調化が求められており、シート・電装製品に加え、電子製品についても現調化・内

製化に向けて取り組み推進しております。 

また、資本業務提携を行っているテイ・エス テック様との連携により、受注製品拡大に努めてまいります。 

 

続いて、国内拠点の最適化につきましては、昨年度から進めている、岡山工場、春里、可児工場の電装ラインを

岐阜工場へ移管するとともに、合理化投資を引き続き推進しております。 
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これらの進捗状況の一例で挙げておりますように、移管のためのスペースを岐阜工場に確保しており、岡山工場で

は自動化設備を導入し、工場再編と併せて合理化を推進することで、効果の刈り取りを随時実施しております。 

なお、春里、可児工場の閉鎖時期につきましては、26 年度末を予定しておりましたが、認証手続きに時間を要し

ており、閉鎖時期が３カ月から 4 カ月程度遅れる見込みです。ただし、再編効果の刈取りにつきましては当初の計

画どおりとなっております。 

 

続きまして北米拠点での体質強化につきましては、25 年度より実施しておりました、オハイオ工場での拡張工事が

26 年 4 月に完了し、外部倉庫部品の取込みを順次開始しております。 

また、工場拡張にあわせた塗装設備の導入を決定しております。従来設備と比較して、より高い生産能力を備え

た塗装設備を導入することでコスト競争力の強化および将来に向けた生産能力拡大を図っております。 

今後も引き続き、合理化、将来の受注増への対応を見据えて積極的な投資を行ってまいります。 

 

続いて、グループシナジーにおけるスマートファクトリー実現に向けた取り組みについてご説明いたします。ロボットアー

ムを搭載した、AMR（自律走行搬送車）の開発を兼ねてより行っており、26 年度に自社工場での評価・検証を

開始いたします。 

当 AMR は今仙グループのカメラ画像認識技術、小型モビリティ技術、電装配線技術のシナジーにより開発を行

い、部品のピッキングから生産ラインまでの供給を自律走行で行い、狭いエリアでもスムーズに移動することが可能と

なっております。 

こうした製造現場の強化により、安定したものづくりの実現を図ってまいります。 

なお、６月 23 日開催の弊社株主総会にて原理モデルを展示する予定をしております。 

 

続いて資本政策についてご説明いたします。 

当社の基本政策として「資本コスト・株価を意識したキャッシュの使用」を掲げており、9 つの重点施策の推進による

営業キャッシュフローの獲得に注力するとともに、獲得した資金を事業成長に向けた成長投資に充当するほか、積

極的に株主還元を行い、さらなる資金を創出していくというサイクルにより資本効率の向上に取り組んでおります。 

 

配当金につきましては、配当方針を業績回復に応じた安定的増配、配当性向 30％を目標とし、年次の経営環
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境や業績により決定するとしております。 

この方針のもと、当初計画を上回る業績となったことから 2026 年 3 月期の配当につきましては、期初予想の 20

円から７円増配となる年間 27 円としております。 

2027 年 3 月期の配当予想につきましても、前期に対し、5 円増配の年間 32 円としております。今後、計画以

上の業績確保が見込まれる場合は、さらなる増配も検討してまいりたいと考えております。 

 

IR 活動でございますが、その強化につきましては、投資家の皆様とのさらなるコミュニケーションを図るべく、イベント

出展など IR 活動の強化を行っております。 

昨年度より個人投資家向け説明会を年 2 回開催しており、今年度につきましても 6 月 2 日に東京にて、個人投

資家説明会を予定しております。 

当社の取組みをしっかりとお伝えし、投資家の皆様からのお声を受け止めて、さらなる活動強化につなげてまいりた

いと考えております。 

以上、進捗についてのご説明とさせていただきます。 

 

その IR 活動でございますが、今後の予定といたしましては、ご覧の通りとなっております。 

次回は 2027 年 3 月期 第 1 四半期の決算説明会を 8 月下旬に予定しておりますのでご参加をお待ちしており

ます。 

今後の IR 活動の具体的な日程につきましては、決まり次第ご案内申し上げます。 

 

今後もステークホルダーの皆様のご期待におこたえすべく倍速のスピードで事業運営にあたってまいります。 

以上で、本日のご説明を終了させていただきます。ご清聴いただきありがとうございました。 

 

司会：ご説明ありがとうございました。 

それではご案内のとおり、最初は会場にお集まりの皆様からの質疑に入りたいと思います。 

 

質問者：ホンダさんが大きな方針転換をしている中で、数字以外で今仙電機製作所に対する影響はどのようなも
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のがあるか。 

長谷川：ホンダさんが現在発表されています開発中止は５機種あり、当社はその開発を以前から手掛けており、

開発投資についてホンダさんより補償していただける見込みですが、我々としましては単純にその機種というだけでは

なく、生産に向けた投資もしている為、単純に開発機種が無くなったということ以外でも工場の運営といったところに

影響が出てくる可能性がありますので、方針転換に合わせた工場のレイアウトや、その生産設備・能力といったところ

を考えていかないといけない状況でございます。 

 

司会：オンラインの方のご質問に移りたいと思います。 

 

事務局：中国での生産減少に対する今後の取り組みはなにか。 

長谷川： 中国での減産というのは、これから始まるというよりも２、３年前から始まっておりまして、当社としまして

は今までもご案内、ご説明してきたように、中国での減産対応ということで、人員の調整や合理化活動、武漢地区

と広州地区の役割区分の見直しといった取り組みをしてまいりました。今後も減産が続くというようなことはございます

ので、そういった今の活動を土台にして、加速をしていくかどうかというところについては今後の状況を見ながら手を打

っていきたいと考えております。 

 

事務局：マツダさんが BEV 事業について市場投入延期をしたが、それに対して影響があるか。 

長谷川：これはすでに織り込み済みの内容でございますので、我々としましてもマツダさんの計画に沿って今現在ほ

ぼ開発が終盤に移りまして、量産の準備に入っており、我々の担当するインバータ部品生産の工場レイアウトの変

更や設備投資を現在推進中でございますので 、これからの業績の予想には反映済みであるとご理解いただければ

と考えております。 

 

事務局： マツダさんのタイでの新型車や国内での市場車の生産終了などが明らかになっているが。こちらについて

の業績への影響はあるか。 

長谷川：これも先ほど申し上げましたように、既にそういった内容を盛り込んだ内容で事業計画・業績計画を積ん

でおりますので、これから大きな影響は出ないものとして考えております。  

 

事務局：国内の収益性が 26 年度も低下しますが 、今後の収益性の目標とさらなる施策含む売り上げ拡大に
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ついて教えてください。 

井上：国内の収益性は先ほどご説明いたしました通り、昨年の経営実績におきまして、その前の年から黒字化を

達成することができております。これは国内の再編をはじめとしまして、改善を積み上げてきた効果が出てきたものだ

と考えております。しかしながら、その中に海外子会社からの開発費の回収という一過性のような費用が含まれてお

りまして、それを除きましても黒字化体質になっておりますが、その関係もございまして今期の見通しにつきましては収

益が一旦下がるような形になっております。その一過性の影響を除いたところでは前年に対して黒字は増加してお

り、今期から国内再編の効果はさらに本格化してまいりますので黒字体質の強化に向けて取り組んでまいります。 

 

質問者：29 年度の目標営業利益率６％に向けて、特に足元ではシートの営業利益率が 2.5％、電子が７％

というような中で、特にシート・電装のさらなる利益向上が必要じゃないかというところに対する蓋然性は。 

長谷川：シート・電装については、現在国内の再編を実施していることと、もう一本の柱である北米地域は、これま

で赤字でしたが再編や合理化投資等の取り組みにより、現在は北米地域の営業利益率は黒字転換しており、さ

らにこれからの投資活動によって、その営業利益率が拡大するような認識でございます。ウィークポイントであった国

内、北米の再編をもって利益を拡大していく想定でございます。また、インドにつきましては今までは売上が少なく、

全体の事業に対する貢献度が少なかったが、足元の受注活動によってこれからの拡大を見込んでおりますので、そ

ちらも合わせて 29 年度の連結営業利益率６％を達成していこうという計画でございます。 

 

司会：ご質問ありがとうございました。これを持ちまして 2026 年３月期連結決算説明会を終了させていいただき

ます。 

 


